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はじめに
「中心市街地と商業」は，共編著の『街づくりマー
ケティング国際比較』［1998］以来関心をもっている
研究テーマである。しかしながら，なかなか取り扱い
が難しく，長い間放置したままであった。近年，中心
市街地と商業の顕著な変動が全国各地でみられ，商業
の立場からの研究の重要性が高まっている。そこで，
この問題について，再び理論的にそして実証的にアプ
ローチを試みようと考えるに至った。
検証の対象として甲府市と函館市を選定したのは，
端緒的ケーススタディという位置づけであるというこ
との他，以下の理由による。まず甲府市は，2015年3
月まで県内唯一の政令により指定を受けた「特例市」
であったこと，函館市は人口約27万人の「中核市」で
あり，都市機能の集積度や圏域における拠点性が高
い。次に，両市とも，近年，中心市街地と商業が衰退
し，いかにして活性化させるかというアポリアに直面
している。特に，函館市は，2016年3月に北海道新幹
線開業，しかも「新函館北斗駅」（現在の渡島大野駅
を改称，函館駅間は7.9㎞）が北杜市に決まってお
り，函館市の中心市街地と商業がどのように変化する
かは，大きな関心事である。さらに，甲府市と函館市
においては，最近，中心市街地活性化の基本計画が新
しく策定され，大掛かりな市街地再開発，まちなか人
口の増加など，集客装置としての様々なイベントが行
われており，それらのいくつかが実を結びつつあると
いう点でも共通している。
『街づくりマーケティング国際比較』における論点
のひとつは，まちづくりの計画性と小売市場の競争性
の調整をどうするかということであった。本論文で
は，クラッセンらの仮説と限界市場領域の概念を軸
に，実証研究を分析することによって，この論点の深
化を図りたい。
Ⅰ　理論的分析
中心市街地の変動は，大都市圏における構造的変容
として捉えられる。大都市圏の人口分布変動には一定
のプロセスがみられることから，いままで大都市圏の
構造変容モデルがいくつか提示されてきている1。こ
れまで，大都市圏における構造的変容についての研究
は，クラッセン（L. H. Klaassen）らの実証的研究に
よる影響が大きかった2。
（1）都市サイクル論
クラッセンらオランダの都市人口学者は，ヨーロッ
パの148都市圏を対象とし，対象となる都市圏を中心
部と外周部に分け，中心部の人口増減率を横軸，外周
部の人口増減率を縦軸にとり，それぞれの人口増減率＊専修大学商学部教授
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の座標およびその推移から，都市圏において一定の発
展衰退段階がみられることを発見した。彼らは膨大な
データに基づき，都市圏の人口に関するライフサイク
ルを都市ライフサイクル論（spatial urban develop-
ment cycle）として提唱した。
クラッセンらによれば，都市圏（urban agglomera-
tion）は2つの部分から構成され，ひとつは「都心部
（core）」で，起源となった歴史的まち（original, his-
torical city）と定義され，もうひとつは「外周部
（ring）」で，中心地域への通勤人口割合が当該地域の
就業者総数の15％以上を占める全ての自治体（市町
村）である3。
さらに，クラッセンらは都市圏全体の成長と衰退と
の過程を，都市圏内の中心部と外周部との相対的人口
バランスの変化から，「都市化」，「郊外化」，「逆都市
化」，「再都市化」の4つの段階，さらに細かく8つの発
展段階に分類した4。これらのうち逆都市化（disurban-
ization）の段階は，中心部の衰退が外周部の成長より
大きい「絶対的分散」と，中心部の衰退が外周部の衰
退より大きい「相対的分散」の2つに分けられる5。
（2）市場領域（財の到達範囲）と閾値（成立閾）
中心市街地の変動は，大都市圏における構造的変容
と捉えられるが，これらと商業，特に小売商業の集積
の態様を結びつける概念は，市場領域と閾値である。
市場領域（market area）は，財の到達範囲であ
り，個性的商品（ego intensive goods）と非個性的商
品（non-ego intensive goods）など，商品によって消
費者が買いに行く距離は異なるので，市場領域も異な
ることになる。すなわち，ある財について，この距離
であったら買いに行くという限界の距離であり，たと
えば，ファッション商品なら5㎞，食料品や日用品な
ら1㎞と示される。これに対して，閾値（threshold）
とは，商売が成立するための限界市場領域，すなわ
ち，商いの成立閾である。売り手が存在するための最
低限の需要と同義であり，たとえば，「ファッション
性の高いアパレル専門店の商圏人口は10万人必要」な
どと表すことができる。
大都市圏の人口分布変動により，小売商業の中心地
である集積は，レッシュ（A. Lösch）の仮説に依拠し
て，動態論的に考察することができる。たとえば，外
周部である郊外人口が増加する課程では超過利潤が発
生するので，それを消滅させるために，財の供給はそ
図1　都市サイクル
出所）L. H. Klaassen et al.［1981］p.14 Figure 2-1から作成。
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れまでの供給地を含む，より狭い市場網をもった中心
地群から構成され6，反対に都心部の人口が減少すれ
ば，商売が成立しないケースが増えるので，商業集積
は減少し，より広い市場網をもった中心地群から構成
されることになる。ただし，これらは，すべての財の
成立闘人口は不変，消費者の移動距離は最小，超過利
潤が発生すると新規参入がみられる，成立条件を満た
す小売商は営業を続ける，という前提に基づいてい
る。
Ⅱ　甲府市のケース
甲府市というと武田信玄のイメージがあるが，中心
市街地や商店街をみると，それほど歴史的な面影は
残っていない。
（1）甲府市について7
甲府市は，山梨県の中央を南北に三日月形に縦断し
た地形をしている。山梨県は首都圏整備法（昭和31年 
法律第83号）に基づく施行令（昭和32年 法律第333
号）上の首都圏に定められ，立地的にも近いことから
東京への志向性が強い。2000年11月に特例市に指定さ
れた8。近年では，「世界二大宝石加工の街」に数えら
れるほど，宝石加工業が盛んである。宝石や貴金属を
使って，指輪・ネックレス・イヤリングなどのアクセ
サリー，置物・茶器などが作られている。宝石の研
磨・彫刻，貴金属加工の各工程，そして卸・小売りま
で，一貫して行っている地域は世界でも少ない。
1519年，武田家18代当主である信虎が「居館」を石
和（現在の笛吹市石和町），次いで川田（現在の甲府
市川田町），そして躑躅ヶ崎館（甲府駅から北へ
2.2km，現在の甲府市古府中町で，跡地には武田神社
がある）へ移し，城下町を整備し，家臣達を集住させ
たことに甲府の歴史は始まる。甲府の名称は，甲斐国
の府中に由来する。戦国大名として名高い武田信玄
は，第19代当主である。信玄は，5度に渡って越後国
の上杉謙信と川中島で戦ったことで有名である。甲府
は，戦国大名である武田氏が築いた領国支配の本拠地
となった。武田家は，1582年，第20代勝頼の死をもっ
て滅亡したが，その後は徳川や豊臣系の大名が甲斐国
を治め，政治・経済・文化の中心地として今日に至っ
ている。江戸時代は，西方の守りの要衝で，甲州や信
州などから江戸への物資流通の道であり，また甲州街
道の宿場町としても盛えた。
江戸時代中期，1704年，柳沢吉保が甲斐城主にな
り，その子吉里の親子2代で20年間領主をつとめた。
柳沢家のもとで甲府城や城下町が整備され，それと同
時に元禄の世の華やかな大名文化が伝わり，甲府のま
ちは大きく発展，領民たちの生活はゆたかになった。
その様子は「棟に棟，門に門を並べ，作り並べし有様
は，是ぞ甲府の花盛り」（『兜嵓雑記』とんがざっき）
と謳われている9。
（2）江戸時代の甲府の商業
柳沢吉保は甲府城主として，城下町の整備に力を尽
くした。城の南側の一の堀と二の堀の間は武家地とし
て武家屋敷が建ち並び，城郭外の下府中（城の東
側），上府中（城の北側）はいずれも町人地として多
くの商人が住んだ。このうち，下府中は，甲州街道が
東西に横切っており，なかでも西から伸びてきた甲州
街道が堀の手前で左に折れたところに位置する柳町
は，本陣，脇本陣，旅籠のある宿場町として栄え
た10。
江戸時代の甲府の城下は，甲府城と内郭（うちくる
わ）と外郭（そとくるわ），そして一部郭外から構成
されていた。城下町の中で重要な町々は，郭内13町と
呼ばれた三の堀と，その土手に囲まれた南東部に位置
する諸町であった。楯・横近習町，伊勢町（現在の山
田町），柳町，魚町，穴山町，工町，八日町，三日
町，上・下連雀町，鍛冶町，桶屋町がその13町であ
り，これらは町名からも分かるように，商工業や運輸
図2　外周部の人口増加と商業集積変化のイメージ
注）A、B、C、D は商業集積。
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交通など，領国経済の中核を担っていた11。そしてこ
れらのうち，甲州街道沿いに連続する町が商業的発展
を遂げた。卸と小売を問わず，商業は同業種が集積す
る傾向があり，魚商が集まる町は魚町，穀類を扱う商
人が集住する柳町1・2・3丁目，三日町1丁目は穀町と
呼ばれた。この他，伊勢町は「綿町」や「綿屋町」と
言われたりした。これらの多くは卸と小売の兼業だっ
たと思われる。1686年の調査によると，城下に穀，
紙，塩，茶，魚，煙草の6業種38の問屋があった。そ
の後，これらが次第に卸，仲買，小売に分化していっ
たと推測される12。
（3）明治時代以降
明治維新後，1878年に錦町（現在の市役所のある場
所）に県庁，89年に柳町（現在の中央2丁目）に市役
所が設置されると，県庁と市役所の間に商人は進出す
るようになり，商業地は移動し始めた。そして，1903
年の甲府駅の開業により，西方への移動が促進され
た。実際，中央線開通は，商店街にも影響し，甲州街
道の入り口だった外郭に位置した上一条町，下一条町
は経便鉄道の衰えとともに急速に衰え，柳町，三日
町，桜町へ，甲府駅よりに中心地は移行した13。
中央線が甲府まで開通したことで，甲府は甲府駅を
有する山梨の中核都市として人口が急増，1920年から
25年までの5年間で，人口は1万2000人，約20％増加し
た14。なお，県庁は30年に現在の丸の内に，市役所
は，15年に相生町（現在の中央1丁目），45年に現在の
丸の内に移転している。
中央本線が全線開通した昭和初期頃から，昭和恐慌
や第1次百貨店法（昭和12年 法律第76号）による出店
規制などを背景に，松坂屋，三越，松屋，高島屋，白
木屋などの大手百貨店が甲府にも出張販売を行うよう
になり，地元商業資本はこれに対抗する形で，1937年
に県内初の百貨店である松林軒デパート（その後「甲
府松菱」になり，1963年に閉店），38年に岡島百貨
店，48年に中込百貨店（1975年に経営破綻，その後甲
府西武となったが98年に閉店）を開店，駅南口周辺は
3つの百貨店がひしめき合う激戦区となった。因みに
現在，この地域に唯一残る百貨店は岡島百貨店だけで
ある。
甲府市では1909年に設立された甲府商工会議所の指
導のもとに，粗悪品の乱売と商取引の混乱をただすた
めに，24の商業関係の組合が組織されている。会議所
では，28年，「甲府市連合現金週間」として，約200店
が参加して豪華賞品を懸けた福引き売り出しを行い，
正札販売や現金取引と言った取引慣行の普及を図った
り，翌年には会議所を会場として加盟各店が特売会を
開いたりした15。
（4）戦後甲府市における商業集積の移転
これまでの中心商業地は，現在の地名では甲府市中
央1～5丁目の，郭内13町であったが，次第に隣接する
城南（舞鶴城の南）に移っていった。それは次のよう
な事情が要因と考えられる。
第1に，国道20号線に面していた魚市場前は，1960
年頃から渋滞が慢性化し，交通上の問題が顕在化，店
頭に陳列された塩干魚介などは，排気ガスや埃に晒さ
れて衛生上の問題もあった。また，青果物市場が2ヶ
所存在していて，売り手と買い手の双方に不便を来し
ていた。そこで，これらの問題点を考慮して市営の中
央卸売市場が，市の外れの国母（すぐ南は昭和町）に
建設され，73年から営業を開始した。さらに，79年に
は食品卸売団地が付設された16。
第2に，市の問屋街であった八日町や連雀通りは，
交通の混雑，駐車場の不足，拡張余地のないことなど
が問題になり，卸売商が移転を希望するようになっ
た。そこで，1977年，中巨摩郡田富町（現在の中央
市）に，山梨県流通センターが開設され，17社がテナ
ントとして入居した。現在，県内唯一にして最大の卸
流通団地で，組合員企業64社，準組合員企業18社で構
成されており，業種には繊維製品卸，事務機文具雑貨
卸，食品・食材卸，薬品・石油化学品卸，厨房機器
卸，理・美容品卸等が含まれる17。この結果，山梨県
内の卸売業の7割が集中していた甲府市の商業の独占
状態は崩れ，進行しつつあった居住人口のドーナツ化
現象が促進されることとなった。一方で，伝統的なま
ち並みのさびれと言う問題が起こった18。それととも
に江戸時代から続いた商業中心地である魚町や柳町が
地盤低下し，繁華街は西南に隣接する現在の丸の内東
部と春日町地区に移動していった。
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Ⅲ　甲府市商業地の移動要因の分析
甲府市における小売商業中心地の変動は，早い時
期，幕藩体制が崩壊し文明開化の足音が聞こえた頃か
ら始まっていた。ここでは戦後に絞って甲府市商業地
の移動要因の分析を行う。
甲府商工会議所 地域振興部・越石 寛部長によれ
ば，中心商店街の最盛期は昭和30年代であった19。甲
府市商店街の最大のイベントである「甲府えびす講祭
り」には，当時，松本や諏訪方面からも多くの買い物
客を集めていた。この祭りは，七福神の一員である商
売の神「恵比寿神」を祭るもので，昭和の初めに，農
閑期にもあたる年末年始に向けて，中心街でお買いも
のをする方々のご愛願に応え，商業発展を祈念する，
伝統ある行事であった。現在でも，様々な企画が市内
商店街で開催され，神輿・山車行列などが繰りださ
れ，同時に舞鶴公園広場を会場にイベントも実施され
ている。
（1）甲府市の中心商店街衰退の背景
越石部長によれば，甲府市における小売商業中心地
の変動にはターニングポイントが3回あった。この段
階仮説に沿って，甲府市の中心商店街衰退の背景を分
析しよう。第1は，1974年に，県外の大型店が進出
し，平穏だった中心地波瀾の幕開けとなった。ダイ
エー甲府店が，銀座通り春日通り沿いの「銀座ビル」
にオープンしたのである。この時期，岡島百貨店，中
込百貨店，オギノなど地元大型店の増築が続くなかで
の大手流通資本ダイエーの進出は，商店街を構成する
小売商を圧迫することになった20。
1974年に策定された『甲府地域商業近代化地域計
画』では，中心商業地の移動の要因として，人口の郊
外化の背景に，①大型店の進出，②中心地区における
開発の困難性，③高速自動車道など交通設備の整備を
とりあげている。また，「中心商店街は，核となる店
舗がほとんどなく老朽化がすすみ，伝統的商法を踏襲
したままで消費者行動の変化に対する対応が遅れてい
る。自動車の普及による交通渋滞で商業機能が低下
し，再開発をしようとしてもリーダーとなるべき人材
が乏しく，共同事業を困難にしている」とも指摘して
いる21。
地域計画策定から10年もの歳月を経た1984年に，よ
うやく『甲府地域商業近代化実施計画』が策定され
た。実施計画策定の遅れた要因は，小売業者の間にま
ちづくりに対する気運がいっこうに盛り上がらなかっ
たことにある。「商人達は，大型店をまちの魅力の中
心と考えたり，自分の店への誇りや自主的努力を置き
忘れたりする傾向があった」と厳しく指摘されてい
る22。これに対して甲府市の近郊市町村では，甲府か
ら移住した若い世帯を中心とする転入を含め，人口，
世帯は著しく増え，商業活動が活発化している。最寄
り品は近場で済ませ，わざわざ甲府まで買い物に来な
くなっている。おまけに公共施設，文化施設，企業の
郊外立地も進んでいる。これらと中心地の交通事情の
悪さが相俟って，中心地の小売業を停滞させてい
る23。
第2の分水嶺は，1986年であり，この年を境にやや
増加傾向にあった歩行量が減少傾向に転じた。東京で
言えば，銀座4丁目に当たる中央1丁目の歩行量の著し
い減少は，甲府市の中心商店街の没落を象徴するもの
といえる。定点観測によると，春日モール「きぬや」
（婦人服地専門店　中央1丁目）前の日曜日の歩行量は
74年には6.2万人もあったが，翌年には3.5万人に急
減，82年2.3万人まで減少した。そこから一時的に回
復をみせ，86年には3.0万人に達したが，その後は減
少に転じ，2000年には1万人を割り，08年は僅か0.5万
人に落ち込んでいる24。この時期，中込百貨店は，75
年に経営破綻，89年，中央高速道路の甲府昭和イン
ターチェンジが使用開始になっている。
（2）壊滅状態の中心商業地
第3の転換点は，1999年，「甲府銀座ビル」25のダイ
エー（当時の店名はトポス）が閉店し，さらにその翌
年，西武百貨店が撤退したことにより，伝統的な中心
商業地は決定的になった時期である。中心商業地の没
落に追い打ちを掛けたのは，近接する甲府市外に続々
と出店した大型店である。それらはイオン石和店
（1990年　15,196㎡），アピタ田富店（1998年　21,061
㎡），イトーヨーカ堂甲府昭和店（2000年　20,415
114
㎡），アピタ石和店（2005　23,011㎡），イオンモール
甲府昭和店（2011年　28,000㎡）などで，中心商店街
に深刻な影響を及ぼしている。現在こうした大型店
（店舗面積10,000㎡以上）は，昭和町，中央市，笛吹
市，南アルプス市，甲斐市に10店舗に及んでいる26。
2010年代を迎えて，中心商店街（岡島百貨店，春日
モール，銀座通りなど）は壊滅状態である。そうした
状況のなかで，平和通りやオリオン通りなど北に重心
が移動している。特に舞鶴城公園（甲府城跡）南側エ
リアは，県と共同で本格的な整備に着手しているの
で，中心地は北へ，駅前へと移りつつある27。
（3）中心市街地の再生へ
宮島雅展市長は，2014年8月，中心市街地活性化策
の方向性を示す「宮島ビジョン」を公表した。甲府を
「歴史物語都市」と位置づけ，買い物や飲食を楽しみ
ながら歴史や文化を堪能できる街に再生することを理
念に掲げ，舞鶴城公園周辺の整備や新たな観光周遊
コースの開発，歩行者天国の実施，税制優遇措置など
に取り組む，としている。概算事業費は推定14億円で
ある28。このビジョンを読むと，市庁の中心市街地活
性化に対する強い気持ちが伝わってくるが，果たして
現実となるであろうか。
甲府市の中心市街地の人口は年々減少して，1997年
と2007年の比較では，人口は15.8％の減少となってい
た。しかし，03年と13年を比較すると，その割合は
6.5％の減少で，減少率は低くなっている。これは市
全体の人口が減少傾向にある中で，マンション建設，
公務員宿舎整備等などの事業を実施した地区などでの
人口増が要因として挙げられる。しかし，依然として
中心市街地の人口は減少しており，中心市街地の活性
化のためには，街中に居住する人口を増加させなけれ
ばならない。また，高齢化率が年々高まる中，今後，
高齢者の居住に対する需要も高くなることが予想され
るので，自動車利用に依存せず，安全・安心に歩いて
暮らせる生活環境下における住宅の整備が必要とな
る29。
現在空きビルとなっている問題の「甲府銀座ビル」
は，甲府中央一丁目地区優良建築物等整備事業に指定
され，再生が図られることになった。建物は1階が店
舗，2階から14階までが集合住宅で，2017年秋ごろの
竣工を目指す。1階の商業施設（約300㎡）は地域資源
を活用した集客機能を整備し，2階から14階を集合住
宅（約120世帯）としてファミリータイプの住宅を供
給する。また，敷地外周は公開空地（約350㎡）とし
て街に開放する予定となっている。果たして，まちな
か人口の増加に寄与することになるであろうか。事業
着手の式典で，宮島市長は「銀座ビルは長年の懸案
だった。新たな計画が動き出したことは感慨深い。ま
ちづくりのパートナーとして期待している」と語って
いる30。
こうした取り組みは，良質な居住施設の提供による
「多世代が安心して暮らせる生活基盤」の形成を推進
する。また甲府市では，中心市街地定住促進住宅取
得・改修支援事業，「まちなか不動産バンク事業」31
などにより，中心市街地での居住を支援，促進してい
る。
（4）北口再開発と甲府夢小路
JR 跡地である北口駅前の土地は暫く更地として放
置され，再開発は凍結されていたが，2000年に「甲府
市中心市街地活性化基本計画」が策定されたのを契機
として，再開された。まず2007年，甲府市歴史公園が
竣工し，10年には北口駅前広場（新ロータリー）も完
成した。次いで駅前ロータリーに隣接する形で多目的
広場「よっちゃばれ お祭り広場」を整備，また武田
神社内にあった藤村記念館が当該地区に移設再整備の
甲府駅北口広場のイベント「春の蔵出しワインバー」
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うえ，10年から一般公開された。因みに12年には，
NHK 甲府放送局が北口駅前広場の西側へ移設され，
甲府地方合同庁舎の使用が始まり，山梨県立図書館も
移設開館している。
「よっちゃばれ広場」の「よっちゃばれ」は，甲州
弁で「集まる，寄り合う」を意味する「よっちゃば
る」の命令形で，「寄って来い，集まれ」を意味す
る。山梨県外からの観光客にも甲州弁（甲州文化）に
対する興味をもってもらうことを意図している。同広
場や駅改札を結ぶペデストリアンデッキなどの公共施
設は，北口エリアの街づくり団体が指定管理業者とな
り，一体運営する。広場では骨董市や甲府鳥もつ煮を
はじめとする食のイベントを定期的に開き，にぎわい
創出に動いている32。
筆者が訪れた2015年5月22日（土）は，県内31の醸造
所による「春の蔵出し！ワインバー～ワインと食の美
味しい空間～（NPO 法人 甲府駅北口まちづくり委員
会主催）が丁度行われており，かなりの人手で賑わっ
ていた（写真）。
2013年には，北口再開発の目玉として「甲州夢小
路」が新たな観光スポットとしてオープンした。これ
は，地元のアクセサリー・雑貨を企画・製造・販売す
る企業「タンザワ」がディベロッパーとなって大正時
代の街並みを再現した観光施設であり，地場産業の物
品などを販売している。山梨の伝統工芸品を扱う
ショップや，県産の食材を使ったレストラン，美術館
などが集まった複合施設である。古民家を移築した
り，蔵や倉庫，石畳など昔ながらの建築様式を取り入
れたり，明治・大正・昭和初期の甲府城下町を再現し
た。遠くからでも見える茶色の塔は，明治初期まで
200年以上にわたって住民に時刻を知らせていたとい
われる「時の鐘」を復元した33。これにより，現在，
北口再開発は一段落している。
また，2012年，甲府税務署が北口に移転した跡地
（舞鶴城のすぐ南）で，山梨県・甲府市共同の甲府駅
南口周辺地域修景計画策定事業の一環として，「小江
戸甲府」にふさわしい，魅力あるまち並みを目指した
整備が始まった。これが完成すると，駅周辺地区と中
心商店街との結節点として相応しい景観が整えられ，
北口再開発と連動性が高まると予想される。
（5）駅ビル「セレオ甲府」リニューアルオープン
昭和町
車で約 20 分
オリオンスクエア
かすがもーる
夢小路
岡嶋百貨店
旧 柳町・魚町
図3　甲府市中心街地の商業
出所）グーグル地図をもとに筆者が作成。
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2007年に策定された新しい「甲府市中心市街地活性
化基本計画」では，北口活性化の基本方針のひとつは
「舞鶴城公園や甲府駅北口の拠点施設，また，市内に
点在する地域資源の活用，さらには回遊道路の整備に
より，武田信玄の時代や江戸時代の城下町であり，明
治以降の行政の中心地であった本市の歴史と文化，芸
術を感じられるまちにする」と書かれている34。
甲府駅北口の拠点施設のひとつが，駅ビル型ショッ
ピングセンター「エクラン」である。これは，1986年
開催のかいじ国体にあわせて木造の甲府駅舎が近代的
ビルに改築され，その際，商業施設の入る駅ビルとし
て1985年に開店した。ディベロッパーは JR 東京西駅
ビル開発であり，その後，築30年近く経過して老朽化
したことから，近年改修工事が実施され，2015年3月
と4月の2期に分けて「セレオ甲府」として新装オープ
ンした。1F 食品，2F 雑貨，3F ファッション，4F 書
籍・音楽・カフェ，5F レストランのフロアから構成
され，1階の食品フロアは生鮮三品やグロッサリーを
扱う食料品専門店ゾーンを大幅に拡充，京都 八百
一，魚力，ニュー・クイック（精肉），成城石井など
がテナントで入居した。
食品スーパーの成城石井も県内初出店で，「セレオ
甲府店」は，売場面積160㎡で，加工食品やワイン，
総菜など約4,000品目を販売する。新店舗では，ワイ
ンは地元山梨県産を取り揃え，独自商品約80品目を
扱っている。東京の店舗とは異なり，センターからの
出荷が難しい総菜などは地元メーカーに総菜を委託
し，独自メニューを提供している。また，観光客らの
土産物需要などを見込み，ほうとうなど山梨県や静岡
県の特産品も揃えて「地域密着型」の店づくりを行っ
た35。県内には，食品スーパーは二強のオギノといち
やまマートがあるが，これらはまちはずれ出店が多
かった。成城石井セレオ甲府店を初めとする食品専門
店ゾーンは，地元資本のまちづくりに対して好影響を
及ぼすことが期待される。
伝統的商店街地区では，2010年，オリオン通り商店
街は，道路を2m 拡幅して8m にして，新たな商業
ゾーンとして「オリオン・スクエア」を完成させた。
これは，紅梅地区再開発ビル「ココリ」と地元の岡島
百貨店を結ぶ商店街を，周辺商店街とあわせて，これ
までのストリート（線）からスクエア（面）として整
備したものである。老朽化したアーケードを撤去し
て，日本では珍しい総ガラス張りにして昼は太陽光を
ふんだんに取り入れ，「夜は夜空や花火が楽しめる，
夢のある斬新な設計」になっている36。またスクエア
は，ココリのフロント・ロビーとしてメインホールの
役割を果たしており，中心街の出会いの広場として，
コンサート，ファッションショー，お祭りなどが毎年
行われている37。なお，オリオン・スクエアの完成に
伴い，オリオン通り商店街は，「甲府　丸の内　オリ
オン・スクエア商店街」に名称変更した。
市当局は，かつて市内最大の商業集積であった春日
通りに関しても，「今のままではよくない」と語って
いる38。往時の賑わいがほとんど感じられない現状を
みると，夜明けはまだ先のことであろう。甲府駅ビル
のリニューアルの規模は小さいが，間違いなく甲府駅
周辺地区の顧客吸引力を増加させており，果たして面
的に拡大するかどうかが今後の課題となる。新しい基
本計画を現実化させていくためには，まちのシンボル
として甲府銀座ビルを復活させ，そして春日モール・
オリオン通りなどの再生につなげていかなければなら
ない。
Ⅳ　函館市のケース
函館市は，道内における人口・世帯数は札幌，旭川
に次いで第3位だが，1965年以降，隣接する旧亀田市
への人口移動が激しくなり，ついに人口は減少に転じ
た。73年，函館・亀田の両市が合併，また2004年に
は，函館市，戸井町，恵山町，椴法華村，南茅部町の
1市3町1村が合併，05年には，中核市へと移行した
が，人口減少は現在に至るまで続いている。産業別就
業人口の構成比をみると，第3次産業の比率は札幌に
次いで高く，1975年には71％，2000年77％，10年73％
と完全な消費都市型を示している。函館は，しばしば
「5パーセント経済」と呼ばれるが，函館の各種都市機
能の全道に対する比率をみると，この呼称がほぼ妥当
していることが裏付けられる。すなわち，その比率は
平均値で5.5％となっており，昭和初期の20ないし
30％の経済的位置は完全に失われたことがわかる39。
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（1）函館市について
渡島・檜山両地方の中では函館のほかに都市の発達
がみられず，両地方の経済・文化の中枢的機能を依然
として担っている。
交通の中心としての地位は高く，函館本線，江差線
の起点として道内における主要な交通の中心である。
地方空港としては東京，札幌，大阪，名古屋などへの
定期航空路が開設されており，東京へは1時間15分，
札幌へは30分の位置にあり，北海道内外の都市地域と
の関係は近年更に強まりつつある。また現在，台湾，
中国（北京，天津）への国際線も開設されており，
1988年の青函連絡船廃止後も民間フェリーの発着点に
なっている。ただ，2016年開業予定の北海道新幹線の
新函館駅北斗駅（現在の渡島大野駅）は，今の函館駅
から17.9㎞離れている。
函館は，江戸時代から海運・貿易・北洋漁業・造
船・水産加工など，水産・海洋に関係する産業によっ
て成長してきた。しかし，昭和50年代になると漁業専
管水域の設定，造船不況により関係企業は人員整理な
どを余儀なくされ，増え続けてきた人口は1980年の国
勢調査の34.5万人，83年の住民基本台帳の34.8万人を
ピークとして減少に転じた。
追い打ちをかけるように昭和60年代には，JT や
NTT，JR といった公企業の民営化と組織の簡素化が
急速に進められ，これら従事者が大幅に減少した結
果，1985年には人口の社会減が3,000人を超え，その
年からの4年間合計で約15,000人もの転出超過にな
り，地域経済や域内消費環境は大きなダメージを受け
た。その後，少子化が全国的な社会現象となると，函
館市でも95年以降，人口は自然減に転じ，社会減と相
俟って人口減少に拍車がかかっている40。2004年から
11年までの自然動態は，死亡数が出生数を上回る傾向
が続き，11年では1,757人の自然減となった。社会動
態においては，転出が転入を上回り，同年1,176人の
社会減となった41。
（2）函館商業の略史
函館は，幕末の「開港」が契機となり，以後急速な
発展を遂げ，開港直前の1853年にわずかに9千人余に
過ぎなかった人口が，戊辰戦争終結時の69年には約
2.5万人となり，その後も増加の一途をたどり，日露
戦争直後の1906年には9万人に達した。こうして函館
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表1　函館市人口・世帯数の推移
出所）函館市［2013］『函館市中心市街地活性化基本計画』3頁。
注）2015年6月現在、住民基本台帳によれば、函館市の人口は269,539人である。
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は，明治30年代までには，北海道最大の港町，北の都
市へと変貌を遂げた。
また，明治30年代まで水産物・農産物を中心に，移
出港として全道を二分してきた函館と小樽は，日露戦
争後から第1次世界大戦期にかけて，工産物移出を増
大させるとともに，函館が水産物，小樽が農産物の比
重を強め，それぞれ集散地市場としての地位を確立す
る。水産物を扱う物産商，荷請問屋，水産商，仲立
業，肥料商などは業種毎に組合が設立されたが，その
後，大同団結がなされた。この組合は，海産物の改
良，取引弊害の矯正，運輸通商の発展に務めてきた
が，準則組合では行政上の権威を欠いていた。そこで
重要物産同業組合法に基づいて，「函館海産物同業組
合」の設置を申請，1916年に農商務大臣より設置が認
可された。この組合は，旧来の物産商，肥料問屋，海
産問屋の各団体を網羅し，のちに取引の代理業務や斡
旋を行う業者の集まりである函館海陸物産仲立商組合
も併合した42。
明治前期から商工業の発達が目覚ましかった函館で
は，1889年に函館商工会が設立された。最初から商業
会議所の設立を期するべきだとの意見も強かったが，
当時の北海道では所得税法が未施行であったことが商
業会議所条例に抵触し，函館商業会議所の設立は見送
られた。ようやく1895年になり，農商務大臣から設立
認可をえたのである43。1928年には商工会議所法によ
り函館商工会議所に改称している44。
北海道の商業は，卸が小売りを兼ね，あるいは小売
りでも雑多な品揃えのものが多いなど，未分化な側面
が強かったが，第1次世界大戦の好況期に，卸と小売
りの分離や単一品目への専業化など機能分化がすすん
だ。1912年，札幌で五番館が北海道最初の百貨店とし
て出現，17年には，札幌の丸井今井が百貨店として発
足し，24年，呉服店として開業していた丸井今井の函
館支店も近代的百貨店に変貌した。27年には，明治時
代初期に函館市大町で，北海道初の洋品店であった
「金森森屋洋物店」として創業していた金森森屋も百
貨店に生まれ変わった。函館の百貨店は呉服店として
出発した今井と洋物店からはじまった金森森屋であっ
たが，そのほかに，個人経営の呉服商から出発した荻
野商店も，金森森屋の百貨店転向に伴い，少しずつ経
営を百貨店方式に改めていった。近代的小売業の象徴
でもある百貨店は，関東大震災以降，大衆化の途をた
どり，店内下足預かりから土足入場が採用され，不況
が長びくと日用品を廉売するなどしたため，他の小売
店との軋轢もうまれた。
第1次大戦の好況は物価の高騰をもたらし，1919年
に起きた米騒動にみられるように，庶民生活を圧迫し
たので，その対策のひとつとして全国各地に公設市場
が開設された。こうして登場した公設市場は乱立する
私設市場と相俟って，第1次大戦期からその後の不況
期における函館の小売市場を特徴づけた。1930年10月
の「国勢調査」によれば，函館の小売商は5,151店あ
り，業種別では，小間物・履物・雨具・雑貨販売業
727店で第1位，以下，魚介海藻販売業562店，茶販売
業427店，蔬菜果実販売業414店，織物被服類販売業
362店，肥料販売業351店と続いている。中小商業は，
幾多の問題点をかかえていたが，この後日中戦争が深
刻化し，函館の商店も解決すべき課題を内在化させた
まま戦時統制経済にくみこまれていった45。
Ⅴ　函館市における中心市街地と商業の変動　
函館市における中心市街地と商業の変動は，函館山
の麓から扇形状に広がるという地形上の特徴に由来す
る。まちが発展して人口が増加すると，可住エリアが
限られているので土地が手狭になり，住民は十字街，
大門，五稜郭，美原地区へと，次第に東北部に移って
いった。函館市は3方を海に囲まれているため，通常
みられるドーナツ化現象は起こりようがなかったので
ある46。
（1）函館駅の開業と大火　
1921年の国勢調査では，函館市は人口15万人で，国
内第9位の大都市であった。十字街地区は，遠洋漁業
が隆盛を極めた時期で，日露漁業や函館ドックなど大
手企業とその関連会社が集積し，賑わいをみせた。
これらを背景に，1924年，呉服店として開業してい
た丸井今井の函館支店は，末広町（十字街地区）に3
階建の店舗，玄関に大理石柱を据える構えで近代的百
貨店に変貌した。また，棒二森屋百貨店の前身のひと
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つである金森森屋百貨店は，同年，大町に「四階楼」
に時計台を配置した鉄筋コンクリート造3階建の新店
舗を建設した。
駅前地区である大門地区は，1904年に現在の函館駅
が開業したこと，08年の青函連絡船の運航開始（1988
年廃止），24年に函館桟橋駅が作られ函館駅と直結し
たことなどを背景として，集客力が高まった。大正時
代には中心地は2つあり，「十字街は乙になりすました
銀座の気品，大門はぐっとくだけた新宿の盛り場」の
雰囲気と言われ，中心地の棲み分けが行われてい
た47。また，函館はたびたび大火に襲われたことも中
心地の変動に大きな影響を及ぼしたと考えられる。た
とえば34年に，2万戸を焼き尽くす大火に再び見舞わ
れたが，復興は迅速かつ目覚ましく，翌年には「第1
回港祭り」が開催され，駅前から大門までの通行人は
1日8万に達し48「全市民呼応し稀有の盛況を見た」49
と報じられた。大門地区の中心地性が高まりつつあっ
たこと示すものと言える。
1936年には，金森森屋百貨店が，上磯戸切地（現在
の北杜市戸切地）で開業していた棒二荻野商店と合併
して棒二森屋を設立，翌37年には函館市高砂町（現　
若松町）に5階建の新店舗を開業して，合併の目的
だった函館駅前進出を果たした50。
戦後，1946年になると，軍事要塞であった函館山が
一般に開放され，大門通に街路灯がともり明るいまち
が復活，戦時中中止されていた「港祭り」が再開され
た。
棒二森屋は，第2次世界大戦前後の混乱を乗り越え
て，1965年には売場面積6,500㎡で，札幌以外では道
内トップとなる売上高27億円を上げ，丸井今井函館支
店の15億円（売場面積5,000㎡）に大差をつけて市内
一番店となり，道南を代表する百貨店に成長した。寄
合百貨店としては，1959年に彩華デパート，68年に和
光デパートがオープンし，函館駅前の大門地区では地
場資本大型店4店舗で競争が繰り広げられた51。そし
て，同地区は，69年に函館都心商店街振興組合が設立
され，71年には大門広小路に買い物公園が開園，さら
に77年，駅前通アーケード・カラー舗装が完成，最盛
五稜郭
大門
美原
函館山
十字街
図4　函館市の中心市街と商業
出所）グーグルマップをもとに筆者が作成。
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期を迎える52。
一方，十字街地区は地盤低下が著しく，同地区の丸
井今井函館支店は大門地区への移転を模索した。しか
し，百貨店がひしめき合う大門地区はそもそも土地が
狭隘なこともあって適切な立地が見つからず，その結
果，五稜郭（本町交差点）の日本清酒の函館工場跡地
に，1969年，開業することになった。この丸井今井百
貨店のオープンがひとつの契機になり，五稜郭地区
は，大門地区と並んで中心市街地と商業としての役割
を高めることになった。
（2）郊外化と美原地区の台頭
函館市の人口は，1985年を境にして急速に減少して
いる。その要因として，国鉄青函局の広域異動による
転出，函館ドックなどの不況企業や倒産企業における
離職者の転出，土地価格が安い七飯・上磯など近郊の
町に家を建てて転出することなどが指摘された53。函
館市の人口は昭和40年代にはまだ横ばいを続けていた
が，市内の人口移動は急テンポで進んでいた。とくに
西部，中部，北部地域の人口が減った半面，新興住宅
地の東部地域が急激に増えたのである。しかし，東部
地域のこのような人口の伸びも，新興住宅地が公営住
宅，個人住宅ですぐに飽和するようになり，人口移動
はまだ空き地の多い隣町の亀田町（1971年，亀田市に
昇格）にはけ口を求めて流れることになった54。この
旧亀田町の呼称はいくつかあるが，ここでは総称して
「美原地区」と呼ぶことにする。
美原地区が新興商業地区として名乗りをあげたのは
1970年代の前半である。同地域の商店数は大きく増
え，年間販売額は68年から74年のたった6年で6倍に
なった55。73年の亀田市と函館市との合併や道道函
館・上磯線（以下「産業道路」56）の整備もあって，
昭和50年代に入ると美原地区の商店街は年商140億円
をこえ，大門，五稜郭地区に次いで第3位になった。
産業道路と赤川函館線の交差点を中心に商店街が形成
されたが，このあたりは1日1万台を超える自動車交通
量があり，人口も旧函館市内からの移動により急増す
るなど，著しい変貌を遂げた57。
美原地区では，こうした人口移動やモータリゼー
ションの進展を背景にして，1980年に長崎屋（現在の
MEGA ドン・キホーテ），イトーヨーカ堂があいつい
で開店し，大規模な駐車場を完備した，まさに郊外型
大型店が華々しくスタートした。そして，本州大手資
本の参入で小売業界の競争が厳しくなる一方，大門，
五稜郭，美原地区と3極化した地域間での競争も始
まった。この当時の様子は，｢地理的な閉鎖性からぬ
るま湯などにつかり続けてきた，と言われてきた市内
の流通業界は試練の時代を迎えて，函館の商業地図は
塗り変わろうとしている｣ と報じられている58。
（3）減少が続く中心市街地人口と新たな動き
函館市では地域経済の発展と人口増により，都市化
が進展して郊外化が始まった。それを支えたのはモー
タリゼーションと「産業道路」の開通など道路網の整
備である。それと新都市計画法（昭和43年 法律100
号）が制定されたことが，郊外化の促進に関係してい
ると考えられる。この法律で，市街化を促進する市街
化区域と抑制する市街化調整区域の区分や，開発許可
制度が定められた。当初，北海道が作成した函館圏の
市街化区域の素案に美原地区は含まれていなかった
が，この地域に居住する市民の要望により追加された
経緯がある59。
中心市街地の空洞化が全国的に顕在化する中で，中
心市街地活性化法（平成10年 法律92号）が制定さ
れ，函館市では1999年，『函館市中心市街地活性化基
本計画』を策定した。この計画で，中心市街地が駅前
の大門地区に限定されていたのは，五稜郭地区に対し
てはその認識があまりなかったことによる。しかしそ
の後，丸井今井の経営問題が浮上し，また地区商店街
の衰退が問題視されるようになり，2013年の『函館市
西暦年 2004 2006 2008 2010 2011 2012 2013 2014
人口 23,024 22,458 21,948 21,579 20,936 20,854 20,482 20,084
出所）住民基本台帳をもとに作成した函館市の内部資料。
表2　中心市街地の人口推移
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中心市街地活性化基本計画』では，大門と五稜郭を結
ぶ全域が中心市街地に指定された60。新計画は，2つ
の中心地を面的に活性化しようとすることに特徴があ
る。
函館市にとって最大の課題は，中心市街地の人口減
少が，現在に至るまで歯止めがかからないことであ
る。これに対して市では，2000年度から人口減少の著
しい西部地区（駅周辺を含む）で，民有地の所有者ら
が新築する共同住宅建設費の一部を国と市が補助し，
建築後に一括して借り上げる借上市営住宅制度を実施
し，良質な公営住宅を供給する政策を進めてきた。こ
れは地区の定住人口の確保に寄与したが効果は限定的
で，まちなか人口の増加には至っていない61。現在，
第一種市街地再開発事業として，函館駅前の和光百貨
店跡地に「キラリス函館」を建設中である。地下1
階，地上16階の複合ビルで，商業施設，公共施設
（「子育て世代活動支援プラザ」と「はこだておもしろ
館」），分譲マンション（84戸）の入居が予定されてい
る。また，五稜郭交差点の丸井今井百貨店の向かいに
位置する旧「ホリタ」には，地下1階，地上19階の同
じような複合ビルが，優良建築物等整備事業として建
設中である62。さらに，北海道新幹線開業を見据え，
住宅業界最大手の大和ハウス工業が，函館駅の隣接地
でホテルと物販・飲食の複合施設を建設する構想を市
に提案したことが明らかになった63。果たして，これ
らは両地域の顔として都心回帰の起爆剤になるだろう
か。
Ⅵ　小売中心地動態に関する若干の分析
2つのケースタディから見ると，中心市街地と商業
は，長期的，中期的，短期的に変動していることが分
かる。ここでは中期的，より具体的には戦後に絞って
分析を試みることにする。
本論文における論点は，まちづくりの計画性と小売
市場の競争性の関係であり，クラッセンの仮説と商い
の成立閾の概念を用いて，理論的検討を行おう。
（1）都市と商業のサイクル
クラッセンらによれば，都市のダイナミズムは，社
会の発展によって自動的にみられる部分もあるが，多
くは社会構造を改善しようとするために採られた人的
意思決定によってもたらされてきたという64。そし
て，その人的意思決定につき，輸送構造（structure 
of traffic），輸送計画（traffic planning）に焦点をあて
て分析し，いくつかの政策提言を行っている。さらに
彼らは，再都市化に関しては土地利用と都市計画
（physical planning）の問題なので，交通体系の変化
と関連づける必要があると述べている65。
都心部内部の構造変化は，主に鉄道によって起こ
り，外周部の発展はモータリゼーションの進展が大き
な要因となる。超高齢社会がさらに進捗すれば，都市
機能が集積するまちなかの居住性が高まり，自動車よ
りも公共交通と「徒歩」が主要な移動手段となる可能
性がある。伝統的商店街から駅周辺への変動要因は，
一般に，鉄道網が整備され，駅周辺の開発が進むこと
があげられる。そしてその後，人口の郊外化，モータ
リゼーションの進展，ICT の高度化などにより，郊外
やロードサイドに商業が集積するようになるのであ
る。甲府市と函館市においても，まず，都心部内部で
の構造変化が起こり，次いで，それぞれ昭和町や美原
地区の郊外型商業集積がプレゼンスを増してきた。
現在は，高齢化の進展，地域コミュニティの崩壊，
コンパクトシティの必要性，空洞化した中心市街地の
再開発などにより，一部地域で中心市街地への回帰が
始まろうとしている。移動手段も「鉄道」から「自動
建設中の「キラリス函館」
左手奥が函館駅。手前が大門通り（2015年8月7日，棒二森屋
百貨店から撮影）。
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車」，そして超高齢社会では「徒歩」が見直されるで
あろう。そして，こうした都市の変化とともに，商業
中心地も変化することになる。
経済学者の八田達夫は，再都市化，すなわち都心回
帰の経済学について次の3点を指摘している66。
①　第3次産業全般の生産性向上　都心再生により都
心の企業集積が高まると，就業者のフェイスツー
フェイスのコンタクトが増えるから，企業の生産性
が高まる。
②　リーディングセンターのゆりかご形成　都心を舞
台として第3次産業のインキュベーションが容易に
なり，経済成長をリードできる。
③　長距離通勤解消　都心の床面積の供給が進めば，
都心居住が増える。
高度情報化と高齢化が急速に進展する現在，再都市
化の経済学についてはさらなる検討が必要であろう。
（2）小売競争と立地
小売市場における競争は，生産段階のそれと比べる
と，異業態間競争がみられる，垂直的影響が大きい，
そして立地が重要な要素となるという3点で異なって
いる67。立地についてみると，小売段階では個店間と
ともに集積間競争も行われている。甲府市と函館市に
おいても，伝統的商業集積，駅周辺集積，郊外型商業
集積間で激しい競争がみられ，それは現在も進行中で
ある。
立地的要素は，国土利用計画やまちづくり政策の影
響が大きい。甲府市において，中心商業地の没落は，
大型店出店調整の緩和に伴って，近接する甲府市外に
イトーヨーカ堂やイオンなど大型店が続々と出店した
ことや，中央高速道路 甲府昭和インターチェンジが
使用開始になったことと密接な関係がある。また，函
館の駅周辺の発展は鉄道網の整備や青函連絡船の運航
の影響が大きく，美原地区の発展には，市街化区域に
指定されたことや産業道路の開通が大きな貢献をして
いる。
（3）まちづくりの計画性と小売市場の競争性
筆者はこれまで，まちづくりの計画性が上位にあ
り，その土俵の上で小売市場の競争性が確保されなけ
ればならないと考えてきたが，集積間競争の視点から
みるとどうであろうか。
一般に，中心市街地の商業集積は中高齢者層，郊外
型は若年層のショッピング行動に対応してきていた。
近年，高齢化の進展や人口減少の時代に突入し，サス
テイナブルなコンパクトシティの形成が要請されるに
つれて，中心市街地の集積の役割が見直されている。
因みに，「中心市街地活性化の推進に関する法律」
（1998年　法律第92号）に定める「基本計画」を提出
している地域・自治体は，ここで採りあげた甲府や函
館を含めて全国で129市，131地域に達している（2016
年6月30日現在）68。
中心市街地の商業が活性化するためには，地場産業
の振興とともに，まちなか人口の増加が必要条件とな
る。まちなか人口が増えることは，都心部において，
市場領域人口すなわち商圏人口の増加を意味してお
り，これによって商いの成立閾が狭くなるため，種々
の小売業の出店がみられるのである。こうした小売市
場の活性化は，さらなるまちなかへ人口を誘導するこ
とになり，まちづくりに対してもプラスの影響を及ぼ
す。しかしながら，甲府市も函館市も，まちなか人口
を増加させるいくつかの施策は実施しているが，まだ
実を結んでいないのが現状である。
集積間競争も，個店間と同様に顧客の愛顧を巡って
の差別優位を求める競争である。「集積間の差別化競
争」が活発に行われれば，消費者に多様な買い物場所
の選択肢を与え，ゆたかな生活向上に貢献することに
なる。集積間競争というと，一般に，主に中高年層の
図5　都市と商業のサイクルのイメージ
人口移動
交通体系の変化
モ ターリゼーション
郊外化
外周部都心部
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欲求に対応する中心部と，若い世代をターゲットにす
る周辺部との間の競争が想定されるが，集積間の差別
化競争につき，市場細分化とターゲット・マーケティ
ングの概念の応用可能性は高い。シニア層やファミ
リー層といったデモグラフィックな基準ばかりでな
く，行動科学的要因による細分化政策，たとえば，
「ゆたかな生活空間」，「簡素なライフスタイル」，「文
化の多様性」，「生涯現役」などが新たな切り口になる
であろう。こうした集積間の差別化競争は，中心市街
地の活性化にいい影響を及ぼすと考えられる。
これまでまちづくりの計画性は，小売市場の競争性
の上位の理念と考えてきたが，両者の間には相互的関
係性がみられるのである。
なお，まちなか人口の増加と地場産業の振興に関し
ては，今後の研究課題にしたい。
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